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１．ガイドラインについて                                               

 

平成２６年５月に改定された、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（障害者総合支援法）第８７条に基づく国の基本指針において、地域生活支援の機能をさらに

強化するため、各地域内で「地域生活支援拠点等」の整備を図るよう規定され、平成２９年度末

までに各市町村又は各圏域に少なくとも１つの拠点等を整備することを障害福祉計画の成果目

標として設定されました。 

しかしながら、全国的に整備が進まない状況にあり、国の第５期障害福祉計画（平成 30～

32 年度）では、引き続き令和２年度末までに整備することを基本とされました。 

その後も第６期障害福祉計画（令和3～5年度）の成果目標として、令和５年度末までに各市

町村又は各圏域に１つ以上の地域生活拠点等を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以

上の運用状況を検証、検討することを基本とすることに変更されました。 

古河市では、令和３年３月に策定した『第６期古河市障害福祉計画』において、令和５年度末

までに１ケ所、地域生活支援拠点等を整備することを目標値として具体的に設定しました。 

整備にあたっては、国の基本指針において、地域の状況に応じ、自立支援協議会の意見等も

聞きながら５つの機能の確保について検討するよう求められているため、古河市では、古河市

障害者自立支援協議会「障がい者にやさしいまちづくり専門部会」を中心に検討を行ってきまし

た。 

 令和５年４月１日に古河市地域生活支援拠点事業の中心的役割を担うものとして、古河市基

幹相談支援センター「青嵐荘つくし園相談支援事業所」に拠点コーディネーター業務の委託契

約を行い、古河市地域生活支援拠点がスタートしました。令和５年度においては、古河市の地

域生活支援拠点の在り方を整理し、古河市内の障害福祉サービス事業所に拠点事業に登録し

ていただけるよう説明会等を開催してきた。また、地域包括支援センターとの連携も必要と考え、

地域包括支援センター会議で協力体制が構築できよう説明を行ってきました。 

 令和６年度になり、市内障害福祉サービス事業所が拠点登録していただき体制が整いつつあ

る中、地域との連携が必要であると民生委員児童委員定例会（各地区）での、事業説明及び協

力依頼を行ってきました。 

今後も、古河市地域生活支援拠点は障害福祉サービス事業所をはじめとする既存のあらゆ

る社会資源を有機的につなぐネットワークを強化し、各機関の役割分担を行い、障がいのある

方が住み慣れた地域で安心して生活できる体制を整備していくことが重要と考え「こが サポ

（KOGA ONE TEAM SUPPORT）構想 ～地域みんなでサポート～」の整備を目指してい

きます。 

そのため市として、本ガイドラインを明示することで、すべての関係者が共通の認識を持ち、

適切に役割分担を行い、円滑な整備の構築を進めてまいります。 

なお、本ガイドラインは今後、必要に応じて見直しを行っていく予定です。 
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２．地域生活支援拠点とは                                                                  

地域生活支援拠点とは、障がいのある方の高齢化，重度化や「親なき後」を見据え，障がいの

ある方が、住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう地域全体で支えるための体制づくり

のことであり、次の２つの目的を有しています。 

  

☞ 目的① 緊急時の相談、短期入所等の受入体制を整備することにより、地域生活における

安心感を確保する。 

 

☞ 目的➁ 体験の機会の提供を通じて、グループホーム、一人暮らし等の地域生活への移

行・継続を支援する。 

 

３．地域生活支援拠点の5つの機能                                 

①相談 緊急時の支援が見込めない世帯を事前に把握した上で常時の

連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事

態等に必要な相談支援を行う機能 

②緊急時の受入れ・対応 短期入所を活用した常時の緊急受入体制等を確保した上で、

介護者の急病や障がい者の状態変化等の緊急時に、短期入

所等の施設受入れや、医療機関への連絡等の必要な対応を行

う機能 

③体験の機会・場 病院、施設からの地域移行や親元からの自立等に当たって、グ

ループホーム等の障がい福祉サービスの利用や一人暮らしの

体験の機会・場を提供する機能 

④専門的人材の確保・ 

育成 

医療的ケアが必要な方や行動障がいを有する方、高齢化に伴

い重度化した障がいのある方に対して、専門的な対応を行うこ

とができる体制の確保や、専門的な対応ができる人材の育成

を行う機能 

⑤地域の体制づくり 地域の様々なニーズに対応できるサービス提供体制の確保

や、地域の社会資源の連携体制の構築等を行う機能 
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４．古河市における地域生活支援拠点の整備類型について                    

地域生活支援拠点の整備方法には、拠点の５つの機能を一つの事業所が全てを担う「多機

能拠点整備型」と地域の既存の事業所等が連携して機能を担う「面的整備型」の２つのパター

ンがあります。 

古河市の地域生活支援拠点整備については，地域の障害福祉サービス事業所や地域住民

などが連携し、障がい者等の生活を地域全体で支える「面的整備型」として“地域みんなでサポ

ート”をスローガンとして【こが サポ】「KOGA ONE TEAM SUPPORT （コガ ワンチーム 

サポート）」を進めていきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．古河市地域生活支援拠点の考え方について                         

古河市では、障がいのある方が安心して地域生活が送ることができるよう、基幹相談支援セ

ンターが地域生活支援拠点コーディネーターとして、中心的な役割を果たし、障がいのある方や

その家族、相談支援事業所をはじめとする機能を担う事業所、関係機関との連携を強化してい

くことで、障がいのある方の様々なニーズに対応するサービス提供体制の確保し、地域全体で

サポートする「こが サポ（ＫＯＧＡ ＯＮＥ ＴＥＡＭ ＳＵＰＰＯＲＴ）」体制を構築していくものであ

る。 
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６．古河市地域生活支援拠点コーディネーターの主な役割について                     

（１） ２４時間、３６５日対応相談受付 

（２） 地域の社会資源をつなぐネットワーク整備 

（３） 緊急対応が必要な方を事前に把握するための登録台帳の整理 

（４） 地域で安心して生活していくための支援への整備 

（５） 緊急対応にならないよう事前に支援体制の整備 

（６） 緊急対応後の支援、調整 

（７） 体験入所等の利用調整や障害福祉サービス利用の支援 

（８） 支援者の育成、スキルアップを図る 

  

７-Ⅰ 古河市地域生活支援拠点の各機能について （１）相談                  

（１）「相談」の具体的な内容 

緊急時の支援が見込めない世帯を事前に把握・登録した上で、緊急時の連絡体制を確保し、

緊急事態に必要なサービスのコーディネートや相談、その他必要な支援を行う機能 

 

♂ 『親亡き後や緊急時を見据えて予防的に支援体制を整える』 

 

〇対象者は、［本人の状況］と［家族等の状況］が複合、かつ緊急時に支援が見込めない者 

  ※緊急時・・・何らかの理由で、通常の介護、支援が受けられない状態。 

  ※支援がないと、生命に関わる。生活に著しく支障がある。反社会的行動を起こす。 

 

本

人

の

状

況 

① 障害福祉サービス等の利用が必要だが利用がない。 

   例）サービスへの拒否が強い。 サービスを利用していたが中断している。 

② 障害福祉サービス等を利用しているが課題がある。 

   例）通所先でトラブルがある。 

③ 生活面での課題がある。 

   例）健康面、精神面、行動面、経済面、虐待、ヤングケアラー 

④ 社会面での課題がある。 

   例）近隣住民等とのトラブル 

家

族

等

の

状

況 

① 単身である。 

② 同居家族の支援力に課題がある。 

③ 同居家族以外の親類等で支援する者がいない。 

④ 家族、親類以外の支援者の体制が未構築 

⑤ 経済的困窮（生活保護者は除く。） 

※緊急時の定義は必ずしも上記、状況の世帯のみを対象とはせず、状況に応じて柔軟に対応す

る。  
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 【想定される事例】 

・急病等による介護者の不在 

・冠婚葬祭（ただし、結婚などの事前に想定できるものは除く） 

・常時行っている生活の継続が見込めない場合 

・福祉サービスが何らかの理由で利用継続が出来なくなった場合 

・本人、家族の状態が急変し、現状の生活維持が困難な場合 

・その他突発的な事情で居住地を喪失もしくは安定した在宅生活が困難な場合 

 

（２）事前登録「こが サポ（KOGA ONE TEAM SUPPORT）」への登録 

緊急時に支援が見込めない世帯（ハイリスク世帯）において、緊急事態に備えるため、事前に

対象者の情報を把握・登録した上で、その後、緊急事態があった場合には、その登録情報に基

づいて、障がい福祉課、拠点コーディネーター等と連携し、適切にサービスが利用できるよう支

援します。また、緊急時に支援が見込まれない状況にある障がいのある方を事前相談により把

握し、緊急時にスムーズな対応ができるよう体制整備をします。 

 

「こが サポ （KOGA ONE TEAM SUPPORT）」登録イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談支援専門員 

（障害福祉サービスを利用あり） 

 

拠点コーディネーター 

（障害福祉サービス利用なし） 

障がい福祉課 

登録 

台帳管理 

台帳整理 

登録すべきと判断されたケースについては、個人情報の取扱いについて同意のうえ登録します。 

※登録シート作成要。 

ハイリスク世帯 

 

登録 
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【事前登録の流れ】 

①登録相談 

 緊急時に支援が見込まれない障がいのある方または家族等は事前登録による緊急時対応

を希望するかどうかあらかじめ相談を行う。 

Ⓐ障害福祉サービス利用者➡相談支援専門員 

Ⓑ福祉サービスを利用していない方➡拠点コーディネーターまたは障がい福祉課 

 

②対象者の確認 

  対象となる方は「緊急時に支援が見込めない方」（ハイリスク世帯）となりますので、家族（支

援者を含む）等の状況を総合的に判断し、緊急時支援の必要性を確認する。 

 

 ③登録シートの作成及び提出 

  緊急時支援が必要と判断された方については、登録することの同意を得たうえで、登録シー

トを作成し、障がい福祉課に提出する。 

 

 ④登録 

  登録シートの内容を確認したうえで、電子＠連絡帳に登録する。 

 

※電子＠連絡帳とはインターネットを通じて、支援機関同士で個人情報の共有や事務連絡

等を円滑に行うためのシステムです。（利用のための費用は無料）※別途通信料等は各自負担

となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事前登録することが重要ではなく、緊急支援にならないよう、事前に短期入所の体験や支援

体制を確保できるような支援を整えていく必要があります。 
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古河市電子＠（あっとまーく）連絡帳 
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古河市地域生活支援拠点等事業【コガ サポ（ＫOGA ONE TEAM SUPPORT）】 

登録シート 

作成日  事業所名  作成者  

 
① 登録者の情報 

ふりがな  生年月日  年齢 
               

才 

氏  名  
性

別 
 

所属 

（職場・学校名等） 
 

 

 

電話番号  

住  所 ＦＡＸ番号  

 Ｅメール  

手  帳 

（有・無） 

身体   級  障害名：                       

療育          

精級   級  診断名：                       

自立支援医療（精・更・育） 

診断名：                     

疾病、持病、アレル

ギー、発作等の状況 
 

通院先 医療機関：                  主治医：                頻度：                       

服薬 有 ・ 無  種類：              頻 度：                管理：                       

福祉 

サービス 

（有・無） 

区分：    サービス内容：                  通所事業所： 

健康保健 国保 ・ 社保 ・ 船保 ・ 共済 ・ 生活保護 ・ その他（              ） 

経済状況 収入（有・無）  月       円 ・ 障害年金   級 ・ 生活保護 ・ その他 

➁ 家族・支援者の情報 

家

族

構

成 

氏  名 
続

柄 

生年月

日 
年齢 職業 同居・別居 

家族構成 
 

      

 

      

      

      

親族等の支援

が可能な方 

氏  名 続柄 生年月日 住所 職業 連絡先 

      

      

      

③ 緊急時に想定される相談内容 

相談内容 対応 
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➃ 登録者の ADL について 

日
常
の
生
活
状
況 

食

事 

□自立 ・ □一部介助 ・ □全介助 

□常食 □粥 □刻み □超刻み □ミキサー食 

□箸 □スプーン □フォーク □（       ） 

排

泄 

□自立 ・ □一部介助 ・ □全介助 

おむつの使用（□無 □有） ・ 遺尿の有無（□無 □有） ・ 夜尿の有無（□無 □有） 

使用便器 （□和式 □洋式 □立式 □おむつ □ポータブル） ・ 排尿間隔 （    時間くらい） 

排便回数 （   日に   回くらい） ・ 便秘対策 （□無 □有） 

生

理 
□自立 ・ □一部介助 ・ □全介助 

着

脱 
□自立 ・ □一部介助 ・ □全介助 

入

浴 
□自立 ・ □一部介助 ・ □全介助 

洗

面 
洗顔（□自立 ・ □一部介助 ・ □全介助） ・ 歯磨き（□自立 ・ □一部介助 ・ □全介助）  

睡

眠 
眠剤（□無 ・ □有） ・ 寝具（□ベッド ・ □ふとん ・ □両方可） ・ 夜間状況への対応 

歩

行 
□独歩 □杖 □歩行器 □車いす □その他の補助具 ・ 段差（□可 ・ □不可） 

会話 □可 ・ □不可    

行動 

特徴 

 

利 用 時

の 配 慮

事項 

 

受入れ 

希望先 

事業所名  利用歴 ： 有・無 利用時期：      頃 

事業所名  利用歴 ： 有・無 利用時期：      頃 

事業所名  利用歴 ： 有・無 利用時期：      頃 

備考 

 

 

 

 

 古河市地域生活支援拠点事業に伴う事前登録を希望するため申請します。また、計画相談支援事業所に古

河市地域生活支援拠点事業に伴う事前登録シートの作成を依頼し、緊急時に備えて、支援関係者、拠点コー

ディネーター等にこれを提供することに同意いたします。 

 署名（本人又は保護者）                        印   

※自署の場合、押印は不要です。 
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（３）「相談」機能を担う主な機関と役割 

機能を主に担う機関 役  割 

［計画相談を利用している場合］ 

・相談支援事業所 

・緊急時の支援が見込めない世帯の把握に努める。 

 

・緊急時に備え、短期入所等の利用を提案し、サービ

ス利用を調整します。 

 

・緊急時の対応について、関係者等への連絡手段や

支援体制を準備します。 

 

・緊急事態の発生を予防するための支援策を検討し

ておく。 

 

・上記、調整等を行った上でハイリスク者については、

事前に「コガ サポ（KOGA ONE TEAM 

SUPPORT）」登録の上、情報を拠点コーディネータ

ー及び障がい福祉課と共有し、支援体制を構築し、緊

急時に備える。 

 

［計画相談を利用していない場合］ 

・拠点コーディネーター 

・計画相談を利用しておらず、緊急時の支援が見込め

ない世帯の把握に努め、相談や情報提供を受けた場

合、緊急時の支援体制を準備する。 

 

・24時間、365日の相談、緊急対応を行う。 

 

・相談支援事業所へのアドバイス等支援をする。 

 

・「コガ サポ（KOGA ONE TEAM SUPPORT）」

登録の上、支援体制を構築し、緊急時に備える。 

 

・必要に応じて関係者を含めた支援会議を開催し、関

係機関との連携を図る。 
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（４）関連する加算等（地域生活支援拠点等である特定相談支援事業所が算定できます。） 

加  算 内  容 

地域生活支援拠点等相談強化加算 

【700単位/回】（月４回を限度） 

地域生活支援拠点等である特定相談支援事業所の

相談支援専門員が、コーディネーターの役割を担うも

のとして相談を受け、連携する短期入所事業所等へ

の緊急時の受け入れの対応を行った場合に加算しま

す。 

 

7-Ⅱ 古河市地域生活支援拠点の各機能について （２）緊急時の受け入れ・対応               

（１）「緊急時の受け入れ・対応」の内容 

介護者の死亡、急病等の理由により、一時的に通常の在宅生活を送ることが困難な状況にな

ったとき、短期入所等の受け入れや医療機関等への連絡、その他必要な対応を行う機能 

 

♂ 『緊急時に、居宅での生活継続の調整及び短期入所事業所等での受入れを行う』 

 

（２）「緊急時の受け入れ・対応」機能を担う主な機関と役割 

機能を担う機関 役  割 

［計画相談を利用している場合］ 

・相談支援事業所 

 

・対象者から緊急の連絡を受けたとき、必要に応じ短期入

所等のサービス利用調整を行う。 

 

・緊急時の対応は、短期入所や医療機関への入院に限ら

ず、ニーズに応じて、訪問系サービスにより対応するなど、

適切な対応を行う。 

 

・対応が困難な場合は拠点コーディネーターと連携して対

応を行う。 

 

・緊急受入れ後、速やかに在宅復帰に向けた調整を行う。 
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緊急時支援等の利用に係るフローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告 

・拠点登録事業所との調整 

・拠点コーディネーターとの連携 

相談支援専門員 

（障害福祉サービス利用あり） 

 

拠点コーディネーター 

（障害福祉サービス利用なし） 

障がい福祉課 

短期入所等の利用調整 

【状況に応じた支援の調整】 

短期入所の支給決定 

あり  ・  なし 

契約事業所 

受入可能 

支援開始（短期入所等） 

拠点等機能を担う事業所（緊

急時の受入・対応）に受入確認 

【状況により、医療機関、自宅

（親族）等での適切な対応を

実施調整】 契約事業所 

受入不可能 

短期入所 

利用 

・必要に応じて支援会議 

・今後の生活支援への調整 

・支援会議 

・今後の生活支援への調整 
障がい福祉課 

緊急事態の発生 
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機能を担う機関 役  割 

［計画相談を利用していない場合］ 

・拠点コーディネーター 

・対象者や関係機関より、緊急の連絡を受けたとき、必要

に応じ短期入所等のサービス利用調整を行う。 

 

・緊急時の対応は、短期入所や医療機関への入院に限ら

ず、ニーズに応じて、訪問系サービスにより対応するな

ど、適切な対応を行う。 

 

・相談支援事業者が対応困難な場合は連携協力して対

応する。 

 

・即時の対応が難しい方は想定される状況を整理し、関

係者間で協議する。 

 

・緊急受入可能な拠点登録事業所の状況等を把握して

おく。 

 

・法や医療に関わるケースは、必要な関係機関（警察、医

療機関等）に連絡するよう伝えることも念頭に置いておく。 

 

・緊急受入れ後、速やかに在宅復帰に向けた調整を行う。 

 

・短期入所事業所 

・グループホーム 

・訪問系サービス事業所 

・医療機関 

・地域生活支援拠点登録事業所の相談支援事業所や拠

点コーディネーターから緊急受入対応の要請があった場

合、可能な限り協力（受け入れ）する。 

 

・障がいのある人の状態に応じて、短期入所のみではな

く、グループホームや医療機関または自宅において訪問

系サービスを利用するなどの適切な対応を行う。 

 

・緊急時の対応窓口の明確化、体制を整える。 

 （担当者を決め、緊急に応じられる体制を確保する。） 

 

※ 障害福祉サービスの支給決定を受けていない場合には、速やかに障がい福祉課へ連絡くだ

さい。 

 



16 

 

 

 

（３）-①関連する加算（短期入所事業所が算定できます。） 

加  算 内  容 

緊急短期入所受入加算（Ⅰ） 

【270単位/日】 

※拠点登録なくても算定可能 

緊急短期入所受入加算（Ⅱ） 

【５００単位/月】 

※拠点登録なくても算定可能 

居宅においてその介護を行う者の急病等の理由によ

り、指定短期入所を緊急に行った場合に、当該指定短

期入所を行った日から起算して７日（利用者の日常生

活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情が

ある場合にあっては、14日）を限度として、当該緊急

利用者のみに対して加算します。 

定員超過特例加算 

【50単位/月】 

※拠点登録なくても算定可能 

 

「緊急時」という局面を勘案し、定員を超えて受け入れ

た場合には、期間を区切ったうえで（１０日間を限度）、

特例的に加算をするとともに、その間は、定員超過利

用減算は適用しないこととします。 

緊急時のための受入機能の強化 

【100単位/日】 

【200単位/日】※医ケア、重心、強行 

古河市が地域生活支援拠点等として位置付けた短期

入所事業所について、緊急時に限らず、短期入所利

用者全員についてサービスの利用開始日に加算しま

す。加えて、平時から利用者の生活の状況等を把握

するため、市、拠点コーディネーターとの連携及び調

整に従事する者を一以上配置し、医療的ケアが必要

な児者、重度心身障がい児者又は強度行動障がいを

有する児者に対し、サービスの利用開始日に加算しま

す。 

※短期入所のサービス利用の開始日に加算します。 

 

（３）-②関連する加算（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支

援事業所が算定できます。） 

加  算 内  容 

緊急時対応加算 

【１００単位/日】月２回限度 

※地域生活支援拠点の場合は+50

単位/回 

古河市が地域生活支援拠点等として位置付けた居宅

介護事業所等について、地域生活支援拠点等として

緊急対応の役割を担い、対応を行った場合に加算し

ます。 
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（３）-③関連する加算（自立生活援助事業所が算定できます。） 

加  算 内  容 

緊急時支援加算 

【７１１単位/日】 

※地域生活支援拠点の場合は+50

単位/回 

緊急時に利用者等からの要請に基づき、深夜に速や

かに利用者の居宅等への訪問等による支援を行った

場合に加算します。 

 

（３）-④関連する加算（地域定着支援事業所が算定できます。） 

加  算 内  容 

緊急時支援加算 

【7３４単位/日】 

※地域生活支援拠点の場合は+50

単位/回 

緊急時に利用者等からの要請に基づき、速やかに訪

問または一時的な滞在による支援を行った場合に加

算します。 

 

（３）-⑤関連する加算（生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続

支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型事業所が算定できます。） 

加  算 内  容 

緊急時受入加算 

【100単位/日】 

 

地域生活支援拠点等に位置付けられ、かつ、関係機

関との連携調整に従事する者を配置する通所系サー

ビス事業所において、障害の特性に起因して生じた緊

急事態等の際に、夜間に支援を行った場合に加算し

ます。 
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7-Ⅲ 古河市地域生活支援拠点の各機能について （３）体験の機会・場の提供      

（１）「体験の機会・場の提供」の内容 

障害者支援施設等からの地域移行又は親元等からの自立に係るグループホーム等での宿泊

体験若しくは一般就労を目指す障がい者等に就労体験の機会又は場の提供をする機能 

 

♂ 『本人のニーズに合った体験の機会・場を確保し、提供する。』 

 

（２）「体験の機会・場の提供」機能を担う主な機関と役割 

機能を担う機関 役  割 

相談支援事業所 

（サービスを利用している方） 

拠点コーディネーター 

（サービスを利用していない方） 

地域移行支援事業所 

病院、施設からの地域移行や親元から自立したい旨の相談

があった場合、必要に応じてグループホーム等の障害福祉サ

ービスの体験利用の調整等を行う。 

 

短期入所事業所 

共同生活援助事業所 

日中活動系サービス事業所 

相談支援事業所、拠点コーディネーターから体験利用の要請

があった場合、可能な限り協力する。 

 

（３）-①関連する加算等（体験利用加算及び体験宿泊加算は地域移行支援事業所が、それぞれ地

域生活支援拠点等である場合、所定の単位数＋50単位で算定できます） 

加  算 内  容 

日中活動系サービスの体験利用支援加算 

（Ⅰ）500単位/日（初日～５日目まで） 

（Ⅱ）250単位/日（６日目～15日目まで） 

 

※地域生活支援拠点等の場合 ＋50単位

/日 

 

日中活動系サービス事業所を利用する利用者が、

地域移行支援を利用し、障害福祉サービスの体験

利用支援を行う場合において、当該利用者の状況、

当該支援の内容等を記録した場合に加算します。 

※体験利用を行う事業所が算定できる加算ではあ

りません。 

【日中活動系サービス】 

生活介護、自立訓練(機能訓練・生活訓練)、就労

移行支援、就労継続支援 

地域移行支援の体験利用加算 

（Ⅰ）500単位/日（初日～５日目まで） 

（Ⅱ）250単位/日（６日目～15日目まで） 

 

※地域生活支援拠点等の場合 ＋50単位

/日 

地域移行支援事業者が、利用者に対して、障害福

祉サービスの利用体験を提供した場合に加算しま

す。 
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（３）-➁関連する加算等（地域移行支援及び施設入所支援事業所が加算できます。） 

加  算 内  容 

地域移行支援事業所（体験宿泊加算） 

（Ⅰ）3００単位/日 

（Ⅱ）7００単位/日 

 

※地域生活支援拠点等の場合 ＋50単位

/日 

（Ⅰ）については、地域移行支援事業者が、利用者

に対して、体験的な宿泊支援（単身での生活に向け

たものをいう）を提供した場合に15日を限度として

加算します。 

（Ⅱ）については、体験的な宿泊支援を提供し、か

つ、利用者の心身の状況に応じ、当該利用者に対し

て夜間及び深夜の時間帯を通じて必要な見守り等

を行なった場合に15日を限度として加算します。 

施設入所支援事業所（体験宿泊支援加算） 

１２０単位/日 

利用者が施設入所支援を利用中であるとき、施設

入所支援を提供している事業者が体験的な宿泊支

援に係る地域移行支援事業者との連絡調整その他

の相談援助を行った場合算定します。 

施設入所支援事業所（地域移行促進加算） 

60単位/日 

地域移行に向けた動機付け支援として、グループホ

ーム等の見学や食事利用、地域活動への参加等を

行った場合、1月につき算定します。 
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7-Ⅳ 古河市地域生活支援拠点の各機能について （４）専門的人材の確保・育成      

（１）「専門的人材の確保・育成」の内容 

  医療的ケアが必要な方や行動障がいを有する方、高齢化に伴い重度化した障がいのある方

などに対して、専門的な対応ができる体制の確保及び専門的な人材の育成を行う機能 

 

♂ 『支援者の育成・スキルアップを図る。』  

 

（２）「専門的人材の確保・育成」機能を担う主な機関と役割 

機能を担う機関 役  割 

基幹相談支援センター 

（拠点コーディネーター） 

相談支援事業所連絡会にて実施している事例検討会につい

て、対象となるケースと関わるサービス事業所も含めた事例検

討会へと強化を図ることで人材のスキルアップ及び地域の様々

なニーズに対応できるサービス提供体制の確保や、地域の社

会資源の連携体制の構築を図る。 

また、医療的ケアが必要な方や行動障がいを有する方、高齢

化に伴い重度化した障がいのある方に対して、専門的な対応

ができる人材の育成を行う。 
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7-Ⅴ 古河市地域生活支援拠点の各機能について （５）地域の体制づくり         

（１）「地域の体制づくり」の内容 

  地域の様々なニーズに対応できるサービス提供体制の確保、地域の社会資源の連携体制の

構築等を行う機能 

 

♂ 『地域のあらゆる社会資源をネットワーク化する。』 

 

（２）「地域の体制づくり」機能を担う主な機関と役割 

機能を担う機関 役  割 

古河市障害者自立支援協議会 

 

 

地域の課題を共有し、課題解決に向け様々なニーズに対

応できるサービス提供体制の確保や、地域の社会資源

の連携体制の構築を図る。 

基幹相談支援センター 

（拠点コーディネーター） 

相談支援事業所 

支援困難事例等について課題検討を通じ、情報共有等

を行い、他の福祉サービス等の事業者と共同で対応す

る。必要に応じて協議会等にも報告し、地域の様々なニ

ーズに対応できるサービス提供体制の確保や地域の社

会資源の連携体制の構築を図る。 

 

（３）関連する加算 

加  算 内  容 

地域体制強化共同支援加算 

【2,000単位/月（月１回を限度）】 

拠点等である相談支援事業所の相談支援専門員が、支

援困難事例等について課題検討を通じ、情報共有等を

行い、他の福祉サービス等事業者と共同で対応し、自立

支援協議会に報告した場合に算定できる（利用者１人に

つき月１回を限度）。 

【算定フロー】 

 ① 事例検討：【相談支援事業所定例会において事例検討】 

      ↓ 

 ② サービス担当者会議：【事例検討で得た助言をもとに地域課題を抽出し、サービス内容 

      ↓          を検討】 

 ③ 支援の実施：【必要な支援を実施する】 

      ↓ 

 ④ 事例報告：【記録書を作成し、相談支援事業所連絡会において報告】 

      ↓ 

 ⑤ 自立支援協議会に報告（※主任相談支援専門員が報告） ➡ 加算請求可 
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市川市地域体制強化共同支援加算 記録書兼報告書市川市地域体制強化共同支援加算 記

録書兼報告書市川古河市地域体制強化共同支援加算 記録書兼報告書 

 

【事業者情報】 

計画相談支援事業所名  

相談支援専門員氏名  

連絡先  

 

【利用者情報】 

利用者氏名  

生年月日（年齢） 年  月  日（  ） 

利用サービス  

支援が困難な点  

□共同支援に係る会議及び協議会への報告について本人同意を得ている。 

 

【共同支援に係る会議について 

開催年月日  

開催時間  

開催場所  

出席者（所属、職種、氏名）  

開催目的  

 

【会議の具体的な内容】 

①利用者の支援の経緯  

➁利用者の支援上の課題  

③➁の課題への対応策  

④地域課題・ニーズの現状  

⑤地域生活支援拠点等の現状  

⑥地域生活支援拠点等の必要 

な機能の充足ついて 

 

 

【その他（特記事項）】 

 

 

 



23 

 

 

 

〔以下、自立支援協議会等に報告後に記載〕 

 

【報告状況】 

報告した自立支援協議会名  

報告年月日  

報告した相談支援専門員名  

 

【自立支援協議会での意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題に対して協議したこと及び今後の取り組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【報告後の所感】 
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８．古河市地域生活支援拠点事業の実施について                     

拠点事業の実施については、拠点事業への登録が必要となります。事前に障がい福祉課まで

相談していただき、市へ登録申請を行い、登録を受け、必要な際にそれぞれの機能を担い、事

業を実施します。 

（１）運営規程の変更 

拠点等の機能を担う事業所となる際に、運営規程にその旨の記載が必要。 

（２）申請書の提出 

事前相談の後、添付書類を添えて障がい福祉課へ提出。 

【提出書類】 

① 申請書（要綱様式第１号） 

  ② 機能を担うことを記載した運営規程 

（３）登録 

登録決定後、地域生活支援拠点等事業所名簿（事業所台帳含む）に登録し、地域生活支援

拠点事業者登録通知書を事業所へ送付。また、登録した事業所はホームページにて公表する。 

 

※登録後、給付費の算定に係る届出を県及び市に提出する必要があります。 

    ・変更届出書 

    ・体制等に関する届出書 

    ・体制等状況一覧表 

    ・運営規程 

※体制届については加算を算定する前月の15日前までに届出が必要です。（15日までに届出

された場合、翌月１日から加算の対象となります。提出された月は対象となりません。） 

※届出書の提出日は、機能を担うことを記載した運営規程の施行日以降となります。 

 

【登録の手順】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録事業所【①事前の相談 ➡ ②運営規程の変更】 

③登録申請書の提出 

（変更後の運営規程（写）を添付 
⑦登録決定通知書の送付 

障がい福祉課 

➃申請書の受理 ⑤登録の（不）決定 ⑥登録名簿の作成 ⑧ホームページ掲載 
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（４）運営規程への記載について 

地域生活支援拠点等の機能を担う事業所として申請する際には、次の項目を参考として追

加してください。（※以下示す運営規程は記載例であり、各事業所の実態に応じた規程とし、内

容を理解した上で作成してください。） 

 

運営規定記載（例） 

その他運営に関する重要事項 

（地域生活支援拠点等の機能を担う事業所） 

第○○条 事業所は「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するた

めの基本的な指針（平成１８年厚生労働省告示第３９５号）第一の二の３」に規定する地域生活

支援拠点等として次の機能を担う。 

 

（１） 相談 

常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に必要なサービスのコ

ーディネートや相談、その他の必要な支援を行う機能。 

 

（２） 緊急時の受入・対応 

短期入所を活用した常時の緊急受入体制を確保した上で、介護者の急病や障害者の状態変

化等の緊急時の受入や医療機関への連絡等の必要な対応を行う機能。 

 

（３） 体験の機会・場 

地域移行支援や親元からの自立等に当たって、共同生活援助等の障害福祉サービスの利用や

一人暮らしの体験の機会・場を提供する機能。 

 

（４）専門的人材の確保・養成 

医療的ケアが必要な者や行動障害を有する者、高齢化に伴い重度化した障害者に対して、専

門的な対応を行うことができる体制の確保や、専門的な対応ができる人材の養成を行う機能。 

（障害者基幹相談支援センター等が開催する研修への参加、法人外で開催される研修への参

加等） 

 

（５）地域の体制づくり 

地域の様々なニーズに対応できるサービス提供体制の確保や、地域の社会資源の連携体制の

構築等を行う機能。 
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※ 運営規程作成にあたっての留意事項 

① 特定相談支援事業所及び障害児相談支援事業所が届出を行う場合は、(1)、(2)、(3)、

(5)の機能を担うことを運営規程に記載することが、届出（加算の算定）の要件となります。 

 

② 短期入所事業所及び訪問系サービス事業所（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動

援護、重度障害者等包括支援）が届出を行う場合には、(2)の機能を担うことを運営規程に

記載することが、届出の要件となります。 

  

③ 地域移行支援事業所、日中活動系サービス事業所が届出を行う場合、少なくとも(3)の

機能を担うことが、届出の要件となります。 

 

④ (4)専門的人材の確保・養成の機能については、古河市障害者基幹相談支援センターの

業務により担うものとしますので、届出の必要はありません。 

 

 

 

 

 

 


